
うち当該年度の
森林環境譲与税

（千円）

うち基金
取崩額

（千円）

うち他の
財源

（千円）

⑨ 基金積立（森林整備等）
森林整備支援等基金
積立金

35,279 35,275 0 4

森林経営管理法に基づく森林整備等を実施する
市町の支援等に必要な経費に充てるため、その
資金を基金に積み立て。

基金積立額：35,279千円

⑥人材育成・担い手対策の支援
①市町村職員等の研修

森林・林業人材育成
事業

18,186 18,186 18,186 0

林業事業体等の作業員の技術力向上および市町
職員の森林・林業にかかる専門的な知識や技術
習得に必要な研修の実施。 既就業者コース

　参加者数：23人

市町職員コース
　参加市町数：10市町

②事業支援システム等の構築
④アドバイザー等支援人材の派遣

森林境界明確化支援
事業

14,539 14,539 14,539 0

森林経営管理制度に取り組む市町の支援のた
め、境界明確化参考図を作成し、提供。
滋賀県森林整備協議会の運営や境界明確化に関
する市町への助言および情報提供のため、森林
情報アドバイサー１名の配置を委託。

参考図作成面積：3,221ha

「森林境界明確化事業委託
の手引き」素案の作成

― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ―

【ワンフレーズ】
税活用により、
・７市町において、境界明確化事業が実施され
た。
・森林の多面的機能や森林経営管理制度等につい
て、市町職員の理解が深まった。
・林業事業体や森林組合の作業員が、森林作業道
の作設方法および作業道を活かした効率的な搬出
技術を習得することができた。

【詳細】
森林組合等が実施する境界明確化事業について、
平成30年度までは県が市町や森林組合等に対して
補助してきたが、令和元年度からは７市町が主体
となって事業を行うことになった。
また、大津市において、意向調査が実施された。
滋賀もりづくりアカデミーを令和元年６月に開講
し、既就業者コースおよび市町職員コースにおい
て研修を実施した。
既就業者コースでは、県内７森林組合８作業班を
対象とし、各作業班それぞれ４日～９日間の研修
を実施した。作業道の線形計画をはじめ作設方法
や排水対策に関する技術および作業道を活かした
間伐木の伐採・搬出方法、効率的な集積方法につ
いて学び、生産性の高い森林施業技術の向上を
図った。市町職員コースでは、県内10市町から担
当者が参加し、延べ３日間、森林の多面的機能を
はじめ、森林計画制度、森林経営管理法等につい
て学んだ。特に森林経営管理制度については、
ワークショップ形式での演習を実施し、今後の取
組目標について考えるきっかけとなった。

滋賀県

森林環境譲与税に関する決算状況（令和元年度）

事業区分 事業名

事業総額（千円）

事業内容 実　績 税活用の効果（総括）



事業区分は、下表による。（国の事務連絡から準用）

分　野

Ⅱ間伐等の森林整備

Ⅲ人材育成・担い手

Ⅳ木材利用推進

Ⅴ普及啓発

⑤森林整備の支援等 森林整備に関する支援

⑥人材育成・担い手対策の支援 人材育成・担い手対策に関する支援

Ⅵその他

⑨ 基金積立（森林整備等） 森林整備等を目的とした基金積立

➉ 基金積立（人材育成等） 人材育成等を目的とした基金積立

⑪ 基金積立（木材利用等） 木材利用等を目的とした基金積立

⑦木材利用の推進 公共建築物の木造化・木質化に向けた支援

⑧普及啓発の支援 普及啓発に関する支援

事　業　区　分 事　　業　　例

Ⅰ市町村の体制

①市町村職員等の研修 市町村職員向けの研修会の開催

②事業支援システム等の構築 市町村の業務支援等を目的としたシステム構築や森林情報の高度化、マニュアル作成及びその普及

③県レベルの事業支援団体の運営を支援 市町村の業務支援や人材マッチング等を行う公社等の組織の運営支援

④アドバイザー等支援人材の派遣 アドバイザー制度等の活用に向けた支援や職員等の派遣


